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Ⅰ．２００９年度連結決算の概要



２００９年度決算実績サマリー２００９年度決算実績サマリー 　　

売上加重

平均レート

９３９０１０１ドル（￥/＄）

▲１３８▲２２５▲１０８３０１１７当期純損益

１３０１３０１４２ユーロ(￥/EUR)

▲２４４

▲３００

▲１，６５１

▲５，３９２

前期比

増　減

＋４２

▲６３

▲６５

　▲５８７

1月公表比実績1月公表実績

１４２

▲１３

１１，７３４

１０，０１２

１００３８７経常損益

５０２８７営業損益

１１，８００１３，３８５売 上 高

１０，６００１５，４０５受 注 高

2009年度2008年度

（億円）

【受注高】

プラント・環境を除く全ての事業で

受注が減少

【売上高】

欧米向け二輪車の販売が減少した

汎用機で大幅な減収となった

【損益】

欧米市場の落ち込みによる減収と

円高の影響等が、量産品部門を

中心に実施した固定費削減等の

収益改善効果を上回り、大幅な

減益となった
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287

▲13

＋ 117▲ 142

▲ 250

▲ 190

＋ 95

＋ 70

減収の影響

 為替の影響

売上構成変動・

その他

販売費及び

一般管理費の減少

素材価格

低下の影響

会計基準変更の影響
（棚卸資産評価+40/工事契約+30）

2008年 度

2009年 度

前期比損益増減要因分析　①前期比損益増減要因分析　①

前期比　▲３００億円（2008年度 ２８７億円 ⇒ 2009年度 ▲１３億円）【営業損益】　
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<参考>　１月公表比　▲６３億円
（計画 ５０ → 実績 ▲１３)

　　　　 売上変動　　　　　　▲24
　　　　 資材費減少　　　　 ＋ 7
　　　　 販促費増加　　　　 ▲30
　　　　 その他　　　　　　　 ▲16



【営業外損益】　　

前期比損益増減要因分析　②前期比損益増減要因分析　②

　

前期比　＋５６億円（2008年度 １００億円 ⇒ 2009年度 １５６億円）　　　　

【特別損益】　　 前期比 ▲３０億円（2008年度 ▲１５０億円 ⇒ 2009年度 ▲１８１億円）

金融収支 （受取配当金を含む）

持分法による投資利益

為替差損益　

その他

　＋　５億円 （　▲２３億円 ⇒ ▲１７億円 ）

　▲２１億円 （ 　 ８７億円 ⇒ 　 ６５億円 ）

　＋　５億円 （ １０３億円 ⇒ １０９億円 ）

　＋６６億円 （ ▲６７億円 ⇒ 　　　０億円 ）

訴訟損失引当金繰入額

事業構造改善費用

減損損失

退職給付信託設定損

その他　　　　　　　　

▲１８億円 　（ ▲５１億円 ⇒ ▲６９億円）

▲７６億円　 （　　　 ０億円 ⇒ ▲７６億円）

▲１７億円　 （　▲１３億円 ⇒ ▲３１億円）

＋４４億円　 （　▲４４億円 ⇒ 　　 ０億円）

＋３６億円　 （ ▲４０億円 ⇒ ▲　３億円）

※1 ※2

※１　ごみ焼却施設に関する公正取引委員会からの課徴金相当額
※２ ごみ焼却施設の発注者から当社に対する損害賠償請求訴訟等による損失発生見込額
※3 汎用機事業の販促引当金繰入額（63億円）、従業員の早期退職に係る費用（13億円）
※4 連結子会社の一部の資産について、 帳簿価額を回収可能価額まで減額した減損処理額
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※3

※4



セグメント別決算実績セグメント別決算実績

▲１▲１０－－－－－－全社又は消去

２８７

３２

８３

▲１０１

８９

１１０

▲４１

１２３

▲１０

2008年度

▲１，６５１

▲３７３

▲１６１

▲１，１９４

▲１４６

▲３７

▲１１５

＋１２３

＋２５４

増 減

１１，７３４

９７８

６８８

２，１６９

９０４

１，９１３

１，８８８

１，６７１

１，５１８

2009年度

１３，３８５

１，３５１

８４９

３，３６４

１，０５１

１，９５１

２，００４

１，５４８

１，２６４

2008年度

売上高

▲３００

▲３６

▲１４

▲２１５

▲２６

▲４３

＋５９

▲４６

＋２５

増 減

▲１３

▲４

６９

▲３１６

６２

６６

１７

７７

１４

2009年度

営業損益

▲５，３９２１０，０１２１５，４０５合　　　計

▲３７４９７５１，３５０そ　の　他

▲１３０７１０８４１油圧機器

▲１，１９４２，１６９３，３６４汎　用　機

＋４１１１，２４７８３６プラント・環境

▲１，２９２２，２６２３，５５５ガスタービン・機械

▲６７７１，７１３２，３９１航空宇宙

▲１，５７８７７１　２，３５０車　　　両

▲５５３１６１７１５船　　　舶

増 減2009年度2008年度

受注高

（億円）

- 4 -

※1　2008年度は建設機械を除いた数値（建設機械を含んだ数値：受注高2,646億円、売上高1,864億円、営業損益113億円）

※2　2008年度は建設機械を含んだ数値（建設機械を除いた数値：受注高1,055億円、売上高1,035億円、営業損益 42億円）

※1

※2



船　　舶船　　舶　　
主要製品：　LNG船、LPG船、VLCC、バルクキャリア、潜水艦　等（億円/各期の数値は累計）
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※ 枠内（再計算値）は2010年度からの新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 17ページ参照

＜新造船の受注・売上隻数＞ （隻）

2008年度 2009年度 2008年度 2009年度

LNG船 ６（６） ６（６）

小型LNG船 １ ２（０）

LPG船 １ ３（２） ２（２）

VLCC １（０） １（０）

ﾊﾞﾙｸｷｬﾘｱ ５ ７（０） １５（１０）

潜水艦 ２（２） ２（２）

合　計 ６ １ ２１（１０） ２６（２０）
注）括弧内は進行基準売上（内数）

受注 売上

受注

206

584 641 715

18 27 104 161

900

00
00
00
00
00
00
00
00
00
00
00
00
0

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 200)

売上

190

537

958

1,264

394
652

1,117

1,518

1,200

0

0

0

0

0

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 1,500)

２００９年度実績　(前期比）

受注 　　　海運市況の低迷による新造船受注の大幅な減少

売上 　 　　売上隻数の増加、大型船の売上増加

営業損益　 増収および資材費低減等による採算性向上により
　　　　　　　 黒字転換

２０１０年度見通し　(前期比：枠内の2009年度再計算値との比較）

受注 　　　新造船受注の増加

売上 　 　　大型船の減少により減収

営業損益　 高採算船の売上増加により増益

（参考）中国での合弁事業について

１９９５年１２月、中国海運最大手COSCO社と合弁により中国の南通市に

NACKSを設立、２００８年には拡張工事を完了。川崎造船の技術支援のもと、

大型建造ﾄﾞｯｸ２基でCOSCO社をはじめ中国国内外の顧客向けに超大型ｺﾝﾃﾅ

船・大型原油ﾀﾝｶｰ・大型鉱石運搬船・自動車専用船等、多種多様な商船を建

造。（持分法適用会社）

営業損益

▲ 9

15
20

0 2

14

7

14

▲10

▲25

▲ 6

0

0

0

0

0

0

1Q 2Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

3Q 1Q

(1月公表 20)

2008年度 2008年度

2009年度

再計算値



車　　両車　　両
主要製品：　各種電車（新幹線含む）、機関車、客車、ホームドア、ギガセル（二次電池）（億円/各期の数値は累計）
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※ 2008年度は建設機械を除いた数値
※ 枠内（再計算値）は2010年度からの新事業区分（除く、破砕機）および新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 17ページ参照

売上

408

1,548

1,057

645

273

1,671
1,356

801

1,223

1,500 1,450

1Q 2Q 3Q 1Q 2Q 3Q 2010年度

見通し

(1月公表 1,650)

2008年度 2009年度 2009年度2008年度

営業損益

8087

46
32

22

65
74

123

16

116

77

0
0
0
0
0
0
0
0
0

1Q 2Q 3Q 1Q 2Q 3Q 2010年度

見通し

(1月公表 90)

2008年度 2009年度2008年度2009年度

受注

914
1,199

1,632

2,350

280
445

630 771

2,197

662

1,300

0

0

0

0

0

0

0

1Q 2Q 3Q 1Q 2Q 3Q 2010年度

見通し

(1月公表 1,400)

2008年度 2009年度 2009年度2008年度

再計算値

２００９年度実績　（前期比）

受注 　　・ シンガポール向け地下鉄電車（１３２両）の受注獲得
　　　　　　 ・ JR向け大口受注案件の減少

売上　 　 JR各社向け、海外向け鉄道車両の増加

営業損益　 円高による輸出案件の採算性低下等により減益

２０１０年度見通し　（前期比：枠内の2009年度再計算値との比較）

受注 　　 JR各社向け、海外向け鉄道車両の増加等

売上　 　 部品等小口案件の減少等あるものの横ばい

営業損益　 円高の影響等はあるものの、前期並を維持

（参考）海外新規プロジェクトへの取り組み状況

・北米

ー地下鉄、客車・電車を中心に受注活動中

　　　 北米市場向けLRVを開発中

・高速鉄道

　 ー北米、ベトナム等で計画あり、活動中

・インド貨物専用新線西回廊(1期）（デリー～ムンバイ）

　 ー円借款案件、電気機関車を受注すべく活動中

・アジア地域のE&M案件

　　－他社とのコンソーシアムにより対応中



航空宇宙航空宇宙
主要製品：　防需航空機、民需航空機分担製造品（ボーイング・エンブラエル）、誘導機器システム（億円/各期の数値は累計）

※ 枠内（再計算値）は2010年度からの新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 17ページ参照

（機）

2008年度 2009年度

B777 ７３ ７７

B767 １３ １０

Embraer170/175 ４６ １６

Embraer190/195 １１２ ５０

売  上
＜民需分担製造品の売上機数＞

受注

275
583

877

2,391

114

465
799

1,713
2,000

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 1,600)

売上

395

952
1,264

2,004

266

733

1,193

1,888
2,150

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 1,800)

営業損益
40

37

▲6

26

2 5

▲43 ▲41

▲21

17

▲41

1Q 2Q 2Q 2010年度
見通し

3Q 3Q1Q

(1月公表 25)

2008年度 2008年度

2009年度

再計算値

2009年度
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２００９年度実績　（前期比）

受注　 　　 BOEING社向けB777分担製造品等の減少

売上　 　 防衛省向け大型機（XP-1、XC-2)が開発から量産へ
　　　　　　　 の端境期にあるため、防需が減少

営業損益 B787の開発スケジュール変更に伴う費用計上時期
　　　　　　　 見直しの影響等により損益改善

２０１０年度見通し　 （前期比：枠内の2009年度再計算値との比較）

受注 　　 BOEING社向けB787、B777分担製造品の増加

売上　 　 XP-1量産機、BOEING社向けB787分担製造品の
生産本格化により増収

営業損益　 量産初期の投資負担が大きく微増

（参考）次期輸送機（XC-2）試作１号機の納入について　

次期輸送機（XC-2)の試作１号機は当社岐阜工場において製造され、２０１０
年１月に初飛行した後、予定した全ての各種社内試験を完了し、２０１０年３
月３０日、同工場において防衛省に納入した。

次期輸送機（XC-2)は現有機「C-1」の後継機として、２００１年に当社が防衛
省から主担当企業として指名され、協力企業をはじめとする開発参画企業と
ともに開発作業を進めている。新規開発の飛行管理システムおよび省力化さ
れた搭載しゃ下システムを採用している他、米国GE社製のエンジンを搭載し、
現有機を上回る速度、航続距離等が実現される。

当社では次期輸送機（XC-2）試作２号機の製造を実施中であり、２０１０年度
中に防衛省へ納入する予定である。



ガスタービン・機械ガスタービン・機械
主要製品：　航空機用エンジン、産業用ガスタービン・コージェネレーション、陸用・舶用タービン、ディーゼル機関、空力・水力機械

（億円/各期の数値は累計）

※ 枠内（再計算値）は2010年度からの新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 17ページ参照

＜航空エンジン　主要参画プロジェクト概要＞

Ｖ２５００ Ｔｒｅｎｔ１０００ ＴｒｅｎｔＸＷＢ

主な搭載機 A320 他 B787 A350

参画方式 Full Partner方式 RRSP方式
（※)

RRSP方式
（※)

当社参画比率 約6% 約8.5% 約7%

担当部位
ﾌｧﾝｹｰｽ、

低圧圧縮機のﾌﾞﾚｰﾄﾞ、
ﾍﾞｰﾝ、ﾃﾞｨｽｸ他

中圧圧縮機(IPC)
ﾓｼﾞｭｰﾙ

中圧圧縮機(IPC)
ﾓｼﾞｭｰﾙ

（※）Risk & Revenue Sharing Partner方式

受注

591

1,193

2,793

3,555

523
998

1,385

2,262 2,200

0
0
0
0
0
0
0
0
0

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 2,200)

売上

449

917

1,388

1,951

447

834

1,288

1,913
2,100

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 2,000)

営業損益

100
89

110

67
47

22
9 6

27

66

110

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し
2009年度

(1月公表 70)

2008年度

再計算値

- 8 -

２００９年度実績　（前期比）

受注　　 　 前期に大口受注のあった航空エンジン分担製造品
　　　　　　　　や舶用推進機等の減少

売上　　　　　舶用ディーゼル主機関の減少等により微減

営業損益 円高の影響等により減益

２０１０年度見通し　（前期比：枠内の2009年度再計算値との比較）

受注 　　　 航空エンジン分担製造品等の減少

売上　 　 航空エンジン分担製造品、舶用機器、空力機械等　
　　　　　　　　の増加により増収

営業損益　 航空エンジン分担製造品の開発投資償却負担は
　　　　　　　　あるものの、増収により増益



プラント・環境プラント・環境
主要製品：　産業用プラント（セメント、化学等）、発電プラント、LNG・LPGタンク、都市ごみ焼却施設、掘削機、破砕機

（億円/各期の数値は累計）
※ 枠内（再計算値）は2010年度からの新事業区分（含む、破砕機）および新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 17ページ参照

２００９年度実績　（前期比）

受注　 　　　トルクメニスタン向け大型肥料プラントの受注等
　　　　　　　 による増加

売上　 　　　海外向け大型プラントの減少

　　　　　　　　 前期の大型案件：韓国/ﾌｪﾛﾆｯｹﾙ精錬ﾌﾟﾗﾝﾄ

　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　 ﾊﾟｷｽﾀﾝ/尿素ﾌﾟﾗﾝﾄ

　　　　　　　　 　　　 　　　　　　　 ﾍﾞﾄﾅﾑ/ｾﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝﾄ 　 等

営業損益　 減収による減益

２０１０年度見通し　 （前期比：枠内の2009年度再計算値との比較）

受注 　　 海外向け大型案件の減少

売上　 　 大型案件は減少するものの微増

営業損益　 高採算案件の減少により減益

（参考）中国での合弁事業について

２００６年より中国セメント業界最大手のCONCHセメントと合弁事業を開始。

現在までに３つの合弁企業を設立し、中国におけるセメント排熱発電設備・セ

メント製造設備（プレヒーター、キルン、ミル等）の設計から製造、販売、アフタ

ーサービスまでの一貫体制を確立。今後さらに、中国における環境保全・省エ

ネルギー技術の普及に貢献していく。

受注

1,200
1,356

989

1,247

836 912

325
132

616
490

287

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 1,300)

2008年度 2009年度

売上

1,1001,075
1,244

904
1,051

202

466

661

471
357

131

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 1,000)

2008年度 2009年度

営業損益

60

79

▲ 6

89

62
5346

16

99

10

▲ 11Q 2Q 3Q 2008年度 2Q 2009年度 2010年度

見通し

3Q1Q

(1月公表 75)

2008年度 2009年度
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再計算値



モーターサイクル＆エンジンモーターサイクル＆エンジン
主要製品：　二輪車、四輪バギー車（ATV）、多用途四輪車、パーソナルウォータークラフト、汎用エンジン

- 10 -

（億円/各期の数値は累計）

※ 枠内（再計算値）は2010年度からの新事業区分（除く、ロボット）および新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 17ページ参照

＜コンシューマー向け製品 地域別売上台数・金額＞ （千台、億円）

台数 金額 台数 金額 台数 金額
国内 19 147 17 129 16 122
北米 197(118) 1,343 80(49) 563 126(66) 870
欧州 97 732 72 562 72 588

その他 210 449 228 451 296 623

合計 523 2,671 397 1,705 510 2,203

注2)括弧内は二輪車分を示す（内数）

2008年度 2009年度 2010年度見通し

注1)二輪車、四輪バギー車（ATV）、多用途四輪車、パーソナルウォータークラフト（「ジェットスキー」）
　　　及びこれらの関連製品を含む

参考

・中国においてKYMCO社と合弁で汎用ガソリンエンジンの生産・販売会社

CK&Kを設立。工場は２０１０年１月より稼動を開始した。 （持分法適用会社）

・２００９年１０月、ブラジル現地法人KMBで二輪車の生産を開始。　

・２０１０年５月に、インドに二輪車の輸入・販売を手がける現地法人IKMを

設立予定。

２００９年度実績　（前期比）

売上　　　 ・ 欧米の二輪車市場の大幅な縮小による販売減
・ 各種産業用ロボットの減少

営業損益　　限界利益率の向上、固定費削減等を進めたものの、
　　　　　　　　減収および円高の影響等により大幅に悪化

２０１０年度見通し　（前期比：枠内の2009年度再計算値との比較）

売上　 　 前期に実施した在庫調整の効果、アジア・新興国市場
　　　　　　　 での積極的な拡販等により増収

営業損益　 増収に加え、前期までに実施した事業構造改革の効
　　　　　　　 果により大幅に改善

売上

2,600

2,0302,169

3,037
3,364

940

1,776

2,478

602
1,062

1,523

0

0

0

0

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 2,200)

2008年度 2009年度

営業損益

0

▲ 270▲ 256

▲ 166
▲ 104

▲ 316

▲ 56
▲ 101

▲ 77

3

▲ 18 2Q 2010年度

見通し

3Q1Q 3Q2Q1Q

(1月公表 ▲280)

2008年度 2009年度2008年度 2009年度

再計算値



精密機械精密機械
主要製品：　油圧機器（ポンプ・モーター・バルブ）、陸用油圧装置、舶用油圧装置、精密機械・機電製品、産業用ロボット

２００９年度実績　（前期比）

受注・売上　 建設機械の需要が旺盛なアジア・新興国向けは好
　　　　　　　　 調だったものの、日・米・欧における需要低迷によ
　　　　　　　　 り大幅に減少

営業損益　 減収により減益

２０１０年度見通し　（前期比：枠内の2009年度再計算値との比較）

受注・売上　 アジア・新興国における建設機械向け油圧機器　
　　　　　　　　　および半導体製造装置メーカー向け産業用ロボッ
　　　　　　　　　トの需要回復により増加

営業損益　　　増収により増益

（参考）中国での事業展開について

中国における需要増に対応するべく、中国蘇州に現地法人を設立し、２００６

年８月より油圧機器の生産を開始。２００８年９月に同工場の拡張を図り、

２００９年１月には舶用油圧ユニットの現地生産を開始するとともに、中国企

業との合弁で浙江省に油圧機器生産会社を設立。

これら二つの現地生産会社の製品を中国全土の顧客に供給すべく、上海に

販売会社を設立した。

（億円/各期の数値は累計）
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※ 枠内（再計算値）は2010年度からの新事業区分（含む、ロボット）および新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 17ページ参照

受注

1,100

849

289

550
715

109
275

465

841
710

1,168

0

0

0

0

0

0

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 700)

2008年度 2009年度

売上

1,100

827

1,176

688
849

471
290

143

682

472

230

0

0

0

0

0

0

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 650)

2008年度 2009年度

営業損益

80

34
26

50

70

11
19

43

69
83

88

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 50)

2008年度 2009年度

再計算値



その他その他
主要事業：　商社、建設機械　他（億円/各期の数値は累計）

※ 2008年度は建設機械を含んだ数値

※ 枠内（再計算値）は2010年度からの新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 17ページ参照

受注

389

793

1,118

1,350

135

429

676

975
1,100

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 1,000)

売上

342

759

1,059

1,351

172

428

690

978
1,100

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q 2Q 3Q 2009年度 2010年度

見通し

(1月公表 1,000)

営業損益

24

0

322923

11

▲ 4▲ 3 ▲ 2

▲ 86

▲ 60

1Q 2Q 3Q 2008年度 1Q

3Q2Q
2010年度

見通し

(1月公表 0)

2009年度 2009年度

2008年度

再計算値

参考　

２０１０年度見通しの営業損失については、新会計基準適用に

よる影響が大きい
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財政状態およびキャッシュフロー財政状態およびキャッシュフロー

１，０７６

▲１，１３５

▲７２２

▲４１２

2008年度

▲３３０フリーキャッシュフロー

３５９財務キャッシュフロー

▲６３２投資キャッシュフロー

３０１営業キャッシュフロー

2009年度

【キャッシュフロー】　　

（億円）【財政状態】　　

２，７７０
（２０．４％）

　２，９０４
　(２０．７％)

自己資本
（自己資本比率）

１３，５２４１３，９９７総資産

　１２３％

　３，８９２
　（３，５７３）

2008年度末

１４２％NET Ｄ／Ｅレシオ

４，２８９
（３，９４１）

有利子負債残高
（NET有利子負債）

2009年度末

（億円）

注） 有利子負債残高にはリース債務を含む　
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Ⅱ．２０１０年度通期業績見通し



連結受注高・売上高・損益見通し連結受注高・売上高・損益見通し

実績/前提

レート

＋３０８２００▲１０８当期純損益

９０９３ドル（￥/＄）

＋３３３３２０▲１３営業損益

＋１７７３２０１４２経常損益

１２５１３０ユーロ（￥/EUR)

＋１，０６５

＋２，３８７

前期比

１２，８００１１，７３４売 上 高

１２，４００１０，０１２受 注 高

2010年度

見通し

2009年度

実績

（億円）

【受注高】

プラント・環境などで減少が見込まれる
ものの、船舶、車両等で大幅な回復を
見込む

【売上高】　　

船舶などで減収が見込まれるものの、
モーターサイクル＆エンジン、精密機械
等の量産品部門で市場環境の緩やかな
改善による増収を見込む

【損益】

二輪車の販売増加、および前期までに
実施した事業構造改革の効果により、
モーターサイクル＆エンジンの大幅な
改善を見込む

注）前提レートは見通し公表時の為替エクスポージャーに対して適用

（参考）為替影響度
１円の変動による影響額
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（億円）

営業利益 経常利益
ドル １９ １２

ユーロ ３ ３



セグメント別業績見通しセグメント別業績見通し

３２０

▲６０

８０

０

６０

１００

４０

８０

２０

2010年度

見通し

▲１３

▲８６

３４

▲２７０

７９

８９

３７

８７

１５

2009年度

実績

営業損益

１２，８００１１，７３４１２，４００１０，０１２合　　　計

１，１００９７８１，１００９７５そ　の　他

１，１００８２７１，１００８４９精密機械

２，６００２，０３０２，６００２，０３０モーターサイクル＆エンジン

１，１００１，０７５１，２００１，３５６プラント・環境

２，１００１，９１３２，２００２，２６２ガスタービン・機械

２，１５０１，８８８２，０００１，７１３航空宇宙

１，４５０１，５００１，３００６６２車　　　両

１，２００１，５１８９００１６１船　　　舶

2010年度

見通し

2009年度

実績

2010年度

見通し

2009年度

実績

売上高受注高

（億円）
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※ ２００９年度は、２０１０年度からの新事業区分および新会計基準の考え方に基づき再計算した数値　　

破砕機

ロボット



研究開発費・設備投資・期末従業員数研究開発費・設備投資・期末従業員数

（億円・人）

３２，２６６

７，９５５

２４，３１１

４４３

８２４

３８２

2008年度

実績

３２，２９７

７，９０１

２４，３９６

５１４

５９２

３８０

2009年度

実績

2010年度

見通し

５４０減価償却費

設備投資 ６６０

３２，４００

７，８００

２４，６００

４０５

期末従業員数

海　　外

国　　内

研究開発費
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（補足）セグメント情報開示の変更について（補足）セグメント情報開示の変更について

　＜事業区分並びに事業区分名称の変更＞

　 　２０１０年４月より社内管理区分を変更しており、事業区分並びに事業区分名称を以下のとおり

　 　変更している。

　 事業区分の変更 　

　 　　 　　 破砕機部門 　：　「車両事業」から「プラント・環境事業」へ

　　 　 　 ロボット部門 ： 「汎用機事業」から「精密機械事業」へ

　 　 事業区分名称の変更

　　 　　 　 （旧）「汎用機事業」　　 ⇒　 (新） 「モーターサイクル＆エンジン事業」

　　 　　 　 （旧）「油圧機器事業」　⇒　 (新） 「精密機械事業」

　　＜セグメント情報等の開示に関する新会計基準の適用＞

　　　従来の基準では、本社部門で発生する費用で社内管理上各部門への配賦を行わない費用に

　　　ついて、開示上のみ一定の基準に基づき再配賦した上で事業別営業利益を計算していたが、

　　　２０１０年度からマネジメント・アプローチを採用した新基準が適用されることに伴い、当該費用の

　　　再配賦計算を行わないこととしている。

　　　このため、比較の対象となる過年度の実績についても、新基準の考え方に基づき再計算し、

　　　本資料各ページに掲載している。



世界の人々の豊かな生活と地球環境の未来に貢献する
“Global Kawasaki”

ご注意

本資料のうち、業績見通し等に記載されている将来の数値は、現時点で把握可能な情報に基づき当社が判断した見通しで
あり、リスクや不確実性を含んでおります。従いまして、これらの業績見通しのみに依拠して投資判断を下すことはお控え下
さるようお願い致します。実際の業績は、外部環境及び内部環境の変化によるさまざまな重要な要素により、これらの見通
しとは大きく異なる結果となり得ることを御承知おき下さい。実際の業績に影響を与える重要な要素には、当社の事業領域
をとりまく経済情勢、対米ドルをはじめとする円の為替レート、税制や諸制度などがあります。


